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要     旨 

１ 作成の背景 

近年、豪雨災害が相次いでいる。気候変動の影響が指摘されているが、令和元年 10 月

の台風第 19号による豪雨はこれを実感させるものとなった。首都東京など、ゼロメートル

地帯を抱える大都市で氾濫が発生した場合には、氾濫水が多量に残留し、浸水期間の長期

化や浸水の深さなどから人命のみならず我が国全体の社会や経済活動に甚大な影響を与え

ることが危惧される。 

 

２ 現状及び問題点 

戦後相次いだ大洪水を経験し、後追いの対策から目標を設定した対策へと方針転換がな

された。事前対策として計画的に治水施設整備を進めることで安全性が向上し我が国の経

済発展を支えてきたのである。しかし、近年、治水投資の削減によって事前対策への充当

額が減少した。気候変動影響による豪雨の凶暴化と治水施設整備の速度の関係に関する科

学的で的確な検証を急ぐとともに、事前対策としての治水施設整備の計画的な加速が強く

求められる。同時に、防災・減災対策を根本から練り直すことも喫緊の課題となっている。

氾濫を防ぐための対策と氾濫を前提とした対策の両者を並行して進めていかなければなら

ない。 

しかし、社会全体の理解や行動、互いの連携や助け合いがなければ後者の実効性は上が

らない。前者にしても社会全体の理解や連携が重要であることに変わりはない。その基礎

となるものは「リスク認識の共有」である。 

以下、低平地等に焦点を当てつつ、水災害リスクの捉え方や内容を整理した上で、未着

手に近い重要検討課題を提示し、これら課題への取り組みの推進を提言するものである。 

 

３ 提言の内容 

(1) リスクの把握とリスク認識の共有 

① 浸水に起因する二次、三次影響の具体的で細部にわたる把握 

リスクを認識するには、例えば、浸水により畳や家具などが浮遊・転倒して二階へ

避難することが出来ずに溺死するなど、具体的で細部にわたる情報が不可欠である。 

このため、自治体や国などの行政や研究者は、被災時に何が起こったのかを調査分

析し記録することに注力するべきである。 

 

② 防災・減災対策によるリスク軽減効果と残留リスクの把握 

防災・減災対策（例えば、耐水性建築の導入）によるリスク軽減効果と残留リスク

の把握が重要である。これは、対策実施の後押しや残された課題の明確化につながる。 

このため、自治体や国などの行政や研究者は、対策によるリスク軽減効果と残留リ

スクについて調査研究することに注力するべきである。 

 

③ 自然外力の現在評価と気候変動影響を踏まえた将来予測 
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気候モデル等を用いた豪雨、台風、高潮等の将来予測は不可欠であり、今後も予測

精度向上に努める必要がある。一方、過去から現在までの観測値等を用いた現在評価

を繰り返し実施し、自然外力と治水施設整備効果の差の変動状況を明確化することも

重要である。これらは、施策検討に資するとともにリスク認識の基礎となる。 

このため、国土交通省は、研究者の支援を受け、豪雨、台風、高潮等の自然外力に

関する現在評価や将来予測を繰り返して実施するべきである。 

 

④ リスク把握やデータベース構築のための体制整備とリスク認識共有を推進する 

ための仕組み 

リスクの把握は極めて広範な対象を含んでおり、体制整備やデータベース構築とと

もにリスク情報を社会の隅々にまで浸透させるための仕組みが必要となる。 

このため、内閣府等が中心となり、関係省庁や自治体、研究者、産業界などを網羅

した体制を整備し、リスク把握やデータベースの構築を推進するべきである。 

また、リスク認識共有については地域に根ざした取り組みが不可欠であり、各地域

の大規模氾濫減災協議会などが中核的な役割を果たすことが強く望まれる。 

 

 (2) 未着手に近い重要検討課題 

① 海面上昇等による高潮氾濫リスクの現在評価と将来予測 

令和元年９月の IPCC特別報告は 2050年には海面上昇によって高潮等の発生頻度が

格段に増大すると指摘している。米国などでは地域ごとの海面上昇量を予測して対策

検討を進めているが、我が国では未着手に近い状況にある。 

このため、国土交通省及び気象庁は、研究者の支援を受け、海面上昇と台風の凶暴

化による高潮氾濫リスクの現在評価と将来予測について、早期に体制を整えるととも

に本格的な調査研究に着手するべきである。 

 

② 耐水性建築技術の確立 

水災害による建築物の損傷の程度は生死や被災後の復旧・復興に大きく影響する。

米国では浸水を防ぐ建築技術と、浸水は許容するが復旧しやすい建築技術のそれぞれ

に関する技術基準がすでに整備されているが、我が国では未着手に近い状況にある。 

このため、研究者及び技術者は、国土交通省や関連企業等の支援を受け、日本建築

学会をかなめとして耐水性建築技術の確立に向けた研究を急ぐべきである。 

 

③ 大規模氾濫減災協議会における情報ハブ機能の強化 

大規模氾濫減災協議会は、すでに防災意識の向上や避難訓練など様々な取り組みを

進めており、リスク認識の地域内共有を進める上で重要な組織体となっている。 

このため、各地域の大規模氾濫減災協議会は、当該地域内のリスクの把握や他地域

への発信、他地域や全国的なリスク情報の地域内共有など、当該地域におけるリスク

情報のハブとしての機能を強化することが強く望まれる。 
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１ はじめに 

近年、豪雨による大規模な水災害が相次いでいる。毎年のようにというよりは年に何度

もという状況が続いた。同じく水によって災害が引き起こされる津波とは発生原因が異な

るが、地球温暖化の影響を受けて激しさを増す豪雨も甚大な被害をもたらす。平成 30年７

月豪雨で気象庁は初めて地球温暖化の影響を指摘したが[1]、翌年の台風第 19号による豪

雨は気候変動影響の顕在化を実感させるものとなった。首都東京は、治水施設整備の効果

もあって何とか大規模な被害は免れたが、国土交通省の資料[2]にもあるように、「首都圏

を貫流する多摩川、荒川でも浸水被害が発生し、利根川、荒川の本川も決壊寸前」であっ

た。また、平成 25年の台風第 18号では京都市内を流れる淀川支川桂川の洪水が堤防を越

え、決壊寸前の事態が生じた[3]。大都市の大河川の堤防が決壊した場合には壊滅的な被害

が発生するのではないかと危惧される。我が国の大都市は河川が形成した氾濫原の低平地

に形成されておりゼロメートル地帯を抱えるものも多い[3]。浸水期間の長期化や浸水深の

深さを考慮すると、人命のみならず全国的な経済影響も甚大なものとなることが想定され

る。 

降雨量が河川整備計画の目標値を越えた例も多くなっており[4]、自然外力の凶暴化が

治水施設整備の速度を上回っているのかどうか、科学的で的確な検証が急がれる。近年の

大水害の頻発を鑑みれば、整備を加速することはもちろんだが、もはや治水施設のみに頼

っているわけにはいかない。社会全体で取り組む本格的な適応策をあわせて推進すること

が極めて重要となっている。 

そのためには何をすべきか。個々の被災経験から教訓を引き出して対策を練ることは基

本である。しかし、これを効果的に進めるための仕組みは十分と言えるだろうか。一方、

こうした取り組みだけで良いのか。被災するたびに、情報はあったものの行動にまでは至

らなかったといった事態や「想定外」の事態が生ずることを避けるためにはどうすればよ

いのか。自然外力の凶暴化に加え、人口減少や高齢化など、社会の側でも大きな変化が起

こっている中で対応しなければならないという極めて難しい問題であり、机上の検討だけ

で容易に効果的な具体策を見いだせるようなものではない。 

しかし、社会全体で対応する以上、顕在化していないものも含めた現在及び将来のリス

ク認識を社会全体で共有することが基礎となることは明白である。このことが互いに助け

合って防災・減災を進めていくことにつながる。 

リスクを把握するという点では、平成 29年に日本学術会議土木工学・建築学委員会「国

土と環境分科会」が提言したように国土学としての知の基盤形成が重要である[5]。また、

これを共有するという点では、同じく平成 29年の同「地球環境の変化に伴う風水害・土砂

災害への対応分科会」の提言にあるように水防法に基づく大規模氾濫減災協議会など地域

内関係機関の連携体制による諸活動が不可欠である[6]。 

気候変動影響による自然外力の凶暴化という新たなフェーズを踏まえ、水災害の激甚化

に対応した適応策推進上の重要課題について、特に低平地等に焦点を当てつつ、以下に提

言するものである。 
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２ 最近の低平地等における水災害事例と顕在化した問題点 

 
(1) 気候変動の怖さ 

地球温暖化の真っ只中にある現在、気候変動の本当の怖さは、先が見えないこと、ど

こまで行ったら温暖化が頭打ちの定常状態になるのかが分からないことにあると言え

よう。このような状態から「ゴールが逃げて行く」、「“まさかの災害”が“またか”に

なる」という声も聴かれる。また、最近の将来予測からは、大河川だけでなくこれまで

あまり整備されていない住民に身近な中小河川の流域を猛烈な豪雨が襲うようになる

[7]と言われている。実際、河川の水位がいつ氾濫してもおかしくない「氾濫危険水位」

を超える事例が中小河川で近年顕著に増えている[8]。 

減災対策がなされていない地域にとっては土砂災害や洪水災害が起こるか起こらな

いかで被害は「All or Nothing」となる。それぞれの地域の防災力に基づく固有の閾値

のようなもの（限界値：防災インフラの整備状況や斜面の崩壊など自然環境の被災経験

等で決まる災害に対する一種の免疫力）がある。災害外力がそれ以下だと持ちこたえて

被害は軽微であるが、外力がそれを超え、例えば土石流が発生したり堤防が決壊して氾

濫を起こしたりすると壊滅的な大災害につながる。今まではぎりぎりのところで発災を

抑え込んでいたが、気候変動による災害外力の増大はいとも容易にこの一線を超えて甚

大な被害を引き起こす。減災対策を伴わずに防災施設による対策のみに頼っていると、

防災施設による対策が一旦破綻した時の被害は大きく、各種の被害が連鎖的につながっ

て甚大なものとなる。このような自然外力の増大に伴う被害発生の特性が気候変動対策

を容易ならざるものとする一因となっている。 

気候変動の影響を受けて牙を剥き始めた近年の大規模災害から災害の様相の変化を

抽出し、教訓から学び、新たな災害に備えなければならない。今まさに我々は重大な転

換点に立っているといえよう。 

本提言では、低平地等における水害を主たる対象とする。低平地等とは、ゼロメート

ル地帯や氾濫水が容易に拡散しない閉鎖性の高い地域などで、浸水深が大きくなり、氾

濫水の排除に長時間を要することもある。水災害では氾濫水は低地を目指して流れ下る

ことから地盤高が決定的な要因となる。したがって、低平地は水害に対して極めて脆弱

な地域といえる。 

 

(2) 最近の水害事例と問題点 

① 平成 30年７月の西日本豪雨災害ならびに９月の台風第 21号災害 

平成 30 年７月の西日本豪雨災害では、被災地は九州、中国、四国、関西の広域に

わたり、やや長時間（24～72 時間）の降雨が甚大な被害をもたらした[1]。近年の豪

雨災害では短時間局所集中型が多かったが、必ずしもそうではないことを我々に突き

付けた。後述する令和元年の一連の台風災害もしかりである。ただ、規模の違いはあ

ってもそれぞれの河川の流域内で大量の降雨に対処しなければならないという点は変

わらない。 
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本水害ではもともと雨の少ない瀬戸内地方の岡山県などで大きな被害が発生した。

これまでに大きな降雨の経験が少なかったことから豪雨に対する免疫力が弱く、高知

県などと較べると降雨量は少なかったにも拘わらず、既往最大雨量を記録した地域を

中心に大きな被害が発生した。 

   岡山県倉敷市真備町では高梁川の支川である小田川やさらに支川の堤防決壊等に伴

う浸水により 50 名以上の方が亡くなられた[9]。最大浸水深は５m を超え、二階まで

逃げたにも拘わらず亡くなられた方もいた。その後の調査によると 65歳以上の高齢の

方が水害犠牲者となりやすいことがわかった。また内外の水深差が 15～20㎝程度でド

アが開けられなくなったり、浸水により畳や倒れた家具類が浮いて避難行動の大きな

障害となったようである[10]。一方、熱中症では 75歳以上の高齢者が罹って死亡する

例が多いということが報告[11]されている。この 10歳の年齢の差は、水害の場合、体

力に大きな負担がかかる避難行動が要求されることに由来するものと思われる。 

低平地で天井川の河川堤防が決壊すると浸水深は急激に上昇する。東京、大阪、名

古屋、佐賀などの広域ゼロメートル地帯に大河川からの氾濫水が流れ込んだ場合には、

想像を絶する大災害となることが危惧される。建物が流されずに残る場合の垂直避難

の有効性等に注目した減災対策の研究が急務である。 

また、平成 30年９月に非常に強い勢力を保ったまま来襲した台風第 21号により関

西を中心にして第二室戸台風以来の大きな高潮潮位偏差が記録された[12]。関西国際

空港では高潮による浸水被害が発生し、長期間の閉鎖を余儀なくされた。一方、高潮

に対し、淀川大橋等の３橋の防潮鉄扉（陸閘）を閉鎖することや大阪府の３大水門等

の適切な操作により、大阪市街地への浸水を防止することができた[13]。インフラの

防災効果を遺憾なく発揮できたが、現在これらの水門等は更新期を迎えている。将来

の海面上昇も見込んだ検討が必要である。 

 

② 令和元年の佐賀水害ならびに台風第 15号、第 19号災害 

令和元年８月、前線性の豪雨が九州北部を襲い、特に低平地である佐賀平野の六角

川流域に大きな被害をもたらした。六角川水系では牛津川などの計 11カ所で洪水が堤

防を越流し、また内水氾濫もあって浸水面積は 7,000ヘクタールに及び、病院なども

孤立した[14]。災害外力の増大下で内・外水氾濫の可能性の高い低平地にどのような

対策を講じていくのか。決して容易ではないが喫緊の課題である。 

なお、大町町の鉄工所から流出した冷却用の重油は、拡散汚染を防ぐため回収を優

先させたことで浸水地域の排水の遅れを生じさせた。平成 30年の西日本豪雨災害にお

いても浸水が契機となって岡山県総社市のアルミ工場が爆発したが、産業集積地域で

の浸水が一体何を引き起こすのかを事前に想定して対策を講じておくことが急務であ

る。浸水時に流出する種々の化学物質等の最終的に行き着くところは海である。特に

閉鎖性の強い内湾等に河川が流入している場合には、深刻な沿岸・海洋汚染を引き起

こす可能性を否定できない。心してかからなければならない課題の一つである。 

また筑後川下流部の福岡県久留米市でも平成 30 年、令和元年と立て続けに内水氾
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濫による災害が起こり、多くの家屋が床上・床下浸水に見舞われた。筑後川本川から

支川への逆流を防ぐために合流部付近に水門が設けられており、これを閉じた時に支

川の水をポンプで排水できるよう排水機場が設置されている。しかし、近年の異常豪

雨にポンプの性能が追いつかないことと、本川水位が高い時は破堤を防ぐためにポン

プの運転調整が行われることによって、支川流量により氾濫を起こしたものである。

気候変動下で低平地の内水氾濫にどう対応していくか。前述のように本質的な問いが

投げかけられている。 

さらに令和元年９月の台風第 15 号は暴風が猛威をふるい、千葉県の広範囲で大規

模に停電が発生し、復旧の遅れを招いた。また、同年 10月の台風第 19号は東日本の

広い範囲で記録的な降雨量をもたらし、国直轄ならびに県管理の河川を合わせて 140

カ所で堤防が決壊するという衝撃的な爪痕を残した[15]。このため 100名近い死者・

行方不明者が出た[16]。最近の水害の調査では「豪雨による災害、特に人的被害は、

単に降水量が大きかったところで発生するのではなく、その地域における過去の経験

値より大きな降水量が生じたところで発生しやすい」という報告[17]もなされており、

前述の災害免疫力[18]との関係を想起させる。過去の水害経験を避難等の判断基準に

したため、それが仇となって命を落とされた方もいた。本災害は既存のインフラ等の

防災力を超える猛烈な災害外力が地域を襲った場合に何が起こるのかを如実に示して

いる。 

 

 



5 

３ 水災害に対する防災・減災対策の現状と取り組むべき課題 

 

(1) 基盤としての治水対策の課題 

水災害に対する防災・減災対策の基盤となる治水施設整備・運用の現状と今後の課題

は以下のようである。 

社会インフラが稠密に集積した低平地に甚大な高潮災害や風水害をもたらした戦後

すぐの大型台風の相次ぐ襲来を背景に、堤防、ダム、防潮施設、内水排除施設、遊水池、

地下放水路などが営々と整備され、近年の水災害に対しても治水効果を発揮している。

東日本に甚大な被害をもたらした令和元年 10月の台風第 19号に際しては、これらの施

設が首都圏の大規模な被災の防止に効果を発揮した。しかし、大河川下流の大都市部に

対しては治水施設が一定の効果を発揮している一方で、中上流部や中小河川の水害が顕

在化している[19]。上下流のバランスを確保し、流域対策を含め、水系をトータルで捉

えた治水施設の整備が急がれる。 

多くの水系で多目的ダムが整備され、一定の洪水調節効果を発揮しているが、計画を

上回る超過洪水に対処するための異常洪水時防災操作の件数が増加している。このため、

確度の高い降雨の事前予測、ダム操作のあり方やダム機能の向上が求められている。

様々な河川構造物の中でもダムは洪水を直接的に調節できる施設であり、機能の拡充と

付加、治水利水容量配分の最適化、ダム群の連携などに加え、新たなダムや遊水池の整

備を図る必要がある。 

降水や氾濫水の時空間構造を高精度に予測・再現できる技術革新が進んでいる一方で、

降水事象の局所化や集中化による水災害が顕在化している。これまでの治水計画の基本

的枠組みである 24、48 時間雨量のみでなく短時間雨量も考慮すべき時に来ている。ま

ずは、少なくとも現計画規模の洪水流に耐える堤防を確保することが重要であり、あら

ためて点検し整備を急ぐべきである。また、維持管理や補修の容易さも念頭に置いて越

水に対する堤防の強度を高めるための検討をさらに深め、並行して整備も進めていく必

要があろう。その際、実証的な調査を継続して実施し、その結果を堤防強化策に反映さ

せていくことが肝要である。また、流出解析については、流域の細分化により中小河川

を含めた数多くの地点の流量を算出することが可能となるよう、集中パラメータ型モデ

ルから分布型モデルへの転換を考える時期にある。 

 

(2) 浸水後の減災のための施設整備等と研究開発の課題 

減災には災害強度の影響を減ずることと、災害の時空間的拡がりを減ずることの二つ

がある。これまで、洪水対策は治水施設に頼っており、浸水後の減災のための施設整備

については取り組みが遅れている。 

近年、水災害の規模や頻度が急増し、治水事業の進捗を上回るほどに気候変動が加速

している。気候変動に治水施設整備が追いつかない状況では、例えば、緊急的な避難先

としての命山（高台）や近隣の頑強な RC 建物、耐水建築といった低廉で短期間に確保

可能な施設など、従来の治水計画に位置づけられていない施設等の整備も必要である。
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緊急的・拠点的な対策を減災対策の主力メニューとすることも考えるべきである。また、

市街地が大規模に広がる東京や大阪の低平地で高台を新規に整備することが困難な場

合には、高規格堤防を減災対策としても位置づけて事業を促進することが有効である。 

物損よりも人命喪失の回避を優先することは当然であるが、例えば病院施設機能など、

モノや資産の種類によっては人命喪失と同等に喪失を回避すべき機能等があることを

考慮して減災対策を講ずる必要がある。 

  また、住宅被災の長期化は生活基盤を失った被災者に心理的・肉体的・経済的ストレ

スを与え続け、生活再建を困難にするとともに場合によっては人命喪失を招く。被災後

の生活再建を速やかに行うために、水害に強い耐水住宅の研究・開発と実装のための支

援方策の整備が急務である。 

  一方、ハザードマップが普及し広く開示されているにもかかわらず、家屋一階での溺

死が多数発生している。例えば、住宅の構造、身体状況、生活習慣、家具備品を含む屋

内の構造、浸水の速さなど、垂直避難ができなかった要因について研究を進め、家屋流

失のメカニズムだけではなく、流失や構造的破壊がない状況下での家屋内被災のメカニ

ズムを解明して対策を講ずることも必要である。 

  地域全体を視野に入れた広域的な減災に関しては、例えば、情報化やテレワーク化の

進展、生活基盤としての自動車利用、自動運転の普及、高層住宅の増加、街区整備の進

展、地下空間の拡大と高度利用など、社会・経済構造の高度化に留意する必要がある。

これらは浸水に対する脆弱性を増加させる場合と減少させる場合がある。メリット・デ

メリットを明らかし、対応した施設整備や効果的な危機管理を通じて、災害の複合化・

多様化や「想定外」・「未体験」災害の最小化を図らなければならない。例えば、農業（た

め池、農道等）、建築、下水道、道路・鉄道、電力、運輸・通信、病院・福祉施設、学

校、事業所など、複数分野の関連主体による一体的、統合的な取り組みが求められる。 

 

(3) 教育・防災意識向上や減災に資する社会的な制度・仕組みの導入 

  ハザードマップの精度が向上し、広く普及したが、減災のためのマップ利用は低調な

ままである。過年度の度重なる水害を背景に水防法改正が重ねられてきたが、災害の規

模増大と複合化が顕著になり、水防の枠組みを越える諸事象が発生している。 

  こうした状況を踏まえ、多機関が連携したタイムラインの導入により、事前準備によ

る組織的減災の仕組みが整備され、各地で試行が始まった。大きな水系では雨域構造と

流域地形の組み合わせに応じて洪水到達時間や避難開始までのリードタイムが大きく

異なる。このため、試行されているタイムラインの時間分解能の限界やその妥当性を検

証し、本格的運用に向けて仕組みを向上させる必要がある。 

  平成 29年の学習指導要領改正では、小学校４年生理科の単元「B.生命・地球」に流域・

水の流れ・浸透などが組み入れられるなど、初等教育の取り組みが始まっている[20]。

これを、社会全体を防災・減災へ方向付ける長期的施策として位置づけ、例えば、災害

教育の必須項目化、防災・減災の副読本授業、災害の仮想体験など、教育内容等の充実・

強化を図る必要がある。また、外部講師による授業のみではなく、教諭自らが修得して
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授業を行うことが社会全体の災害意識の底上げのために必要である。 

  国民全体の減災意識の啓発、災害教育、災害情報提供などの継続的取り組みが重要で

あるが、その場合、「無関心層」が存在することも考慮しておかなければならない。水

害は浸水した地域のみの問題として受けとめられることが多く、流域という広域的視座

や洪水流の挙動に関する知識を全ての国民に求めることはできないのが現実である。し

かし、例えば人口稠密な大河川下流部の低平地など相対的に公助に限りがある地域では、

浸水時の対応は自助・共助に重点を置かざるを得ない。このため、各地域の実情を勘案

して自助・共助・公助の役割分担を明確化し、これを広く周知しなければならない。ま

た、水災害を日常生活に同化するためには、「まるごとまちごとハザードマップ」をさ

らに普及させるなど、見慣れた空間の中で仮想体験をすることで水災害が日常生活と隣

り合っている状態を創出することが必要である。 

また、被災後の復興過程においては、地域へのサポート体制整備やボランティアの活

用に加えて、伝承館のような災害記録館・博物館の経営を持続する仕組みが重要となる。

このため、これらに従事できる専門的能力を持つ人材の育成と資格化を図る必要がある。 

このような状況の中で「大規模氾濫減災協議会」が各地で活動を開始した。運用面の

課題を解決し、産官学民連携のロールモデルとなる協議会を早急に実現しなければなら

ない。 

一方、減災に資する社会的な制度・仕組みに関しては、予防接種や健康管理の義務化

が進む医療リスク対策と同様に、水害保険加入をはじめ災害教育や土地利用などに関す

る義務付け、保険料金体系の工夫や水害付加税などによる住居移転誘導、被災者の生活

再建に対する財政支援など、広範な施策を視野に入れた総合的な検討を進めることが重

要である。 

これらの社会的な制度・仕組みに裏打ちされた耐水型のコンパクトシティや多地域間

のネットワーク構造と減災機能を備えた分散型国土は、災害に対する脆弱性を減少させ、

事前防災に寄与することが期待される。こうした都市・地域計画の実現には長期間を要

するが、それぞれの地域の実情を把握しながら、推進に努めなければならない。 

 

(4) グリーンインフラの役割 

グリーンインフラの役割を考える必要がある。遊水機能や生態系保全なども含めた多

様な機能を有するグリーンインフラによる治水対策も重要な施策の一つとなるからで

ある。 

その際、効果に関する定量化が重要である。流域各地の特性を生かし、ハードな治水

施設とグリーンインフラの定量的なコラボレーション・役割分担が求められる。例えば、

令和元年 10月の台風第 19号では荒川中流域で氾濫が生じたが、その量は約 2,000万 m3

と見積もられている[21]。この量のうちグリーンインフラの整備・確保でどの程度担保

できるのか、今後、定量的な見積もりが必要である。 
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４ 対策の基礎となるリスクの把握とリスク認識の共有に向けて 

 すでに述べたように、自然外力の脅威が増大して治水施設の能力を越え、大規模な氾濫

が頻発するようになってきた。氾濫が発生すると一つの影響が次々と伝搬して社会や経済

活動の様々な側面に影響を与える事例も明らかとなってきた。気候変動影響の顕在化に対

応した治水施設の整備速度は如何にあるべきか、大規模な氾濫に対して社会全体で減災対

策の効果を発揮するにはどうすればよいのか、といった課題が突き付けられている。 

 こうした課題に応えるにはリスクの把握とその共有が極めて重要となる。リスクとして

どのようなものを把握すれば良いのか、これを社会全体で共有するためにはどうするべき

か、が問われている。 

以下に、水災害の激甚化に対応した適応策の基礎となるリスクの把握とリスク認識の共

有のあり方について述べる。 

 

(1) 浸水に起因する二次、三次影響 

浸水が一定の規模を超過すると災害は多様化、複合化、長期化する。近年は、激甚災

害を経験するたびに「想定外」あるいは「未経験」の事象による二次、三次災害、複合

災害が発生している。例えば、自動車避難時の被災、家屋一階での溺死、タワーマンシ

ョンの機能喪失、有害物質の流出、油汚染、通信不通、鉄道車両基地や工業団地の水没、

強風による停電と水害の同時生起、浸水地域の長期孤立などがあげられる。こうした多

種多様な二次、三次、複合災害は、リスク管理や治水計画で考慮されていない潜在リス

クが産業分野を含めた社会システムの各方面に存在することを示唆している。 

具体的で細部にまでわたる二次、三次の複合要因を含む影響は、減災対策に関する重

要な検討対象であり、リスク認識を構成する本来の内容と考えるべきである。こうした

リスク認識を共有しなければ連携の取れた対応は難しい。また、何度も同じ失敗を繰り

返すことになる。ハザードマップを見ただけでは本来のリスク認識には至らないのであ

る。 

 

 (2) 防災・減災対策によるリスク軽減効果と残留リスク 

  対策を講ずることでリスクを軽減することができる。災害が発生した場合や危うく被

害を免れた場合など、自然外力に対する防災・減災対策効果のみならず、その過不足も

余力や残留リスクとしてリスク認識の内容に加えることが重要である。 

令和元年の台風第 19号で首都東京は何とか大規模な被害を免れた[2]。これには営々

としてこれまで整備を進めてきた治水施設が効果を発揮したのだが、その効果だけでな

く、残された余力の程度もリスク認識の対象となる。こうしたリスク認識は被災経験の

無い地域における防災意識の向上にも役立つものと思われる。 

安全な避難路や避難施設の存在や効果的な情報提供などは、命を守るという点で、リ

スクを軽減する効果がある。しかし、例えば屋内で二階へ避難しようとしても家具等が

行動を阻害して階段までたどり着けないといった事態が把握されれば、こうした事態は

残留リスクとして認識されることになる。財産を守るという点では、建築の耐水性を高
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めることが重要である。わが国では水災害を対象とした耐水性建築技術が確立されてお

らず、米国など[22][23][24]に比べて大幅に遅れているが、こうした耐水性建築技術に

よる効果と限界もリスク認識の内容となる。 

 

 (3) 自然外力の現在評価と気候変動影響を踏まえた将来予測 

  自然外力である豪雨については、将来予測のみならず、現在の評価もリスク認識の対

象となる。気候変動影響により豪雨の強度が増大していくことが想定されるために将来

予測が重要であることはもちろんだが、現状では予測に不確実性を伴うことは避けられ

ない[25]。このため、過去の経緯を含めた現在の評価が重要となる。その際、整備され

てきた治水施設の効果を加味する必要がある。自然外力の凶暴化と治水施設整備の速度

の相互関係を認識しておくことが重要だからである。こうした「現在評価」と「将来予

測」を常に繰り返すことで、変化する自然外力によるリスクを捉え続けていくべきであ

る。 

低平地に水災害を引き起こす自然外力には高潮や高波もある。令和元年９月に公表さ

れた IPCCの海洋と雪氷圏に関する特別報告では、世界の多くの低平地において、１/100

の発生頻度の高潮・高波による高潮位が 2050 年には毎年発生するとの指摘がなされた

[26]。これは海面上昇のみを考慮した結果だが、日本沿岸各地のそれぞれについて科学

的な検証を急ぐ必要がある。現在進行しつつある海面上昇の加速と台風の凶暴化を踏ま

えれば広大なゼロメートル地帯を抱える我が国の大都市等にとって高潮・高波が最も脅

威となる。歴史を振り返ってみても、伊勢湾台風による高潮災害の死者数は戦後の風水

害の中でも際立って大きい。また、海面上昇によって潮位が底上げされ、高潮位の発生

頻度が増加するために、上流からの洪水と相まって被害を増大させる可能性が高くなる。

このため、海面上昇や台風の凶暴化を踏まえた高潮・高波に関する「現状評価」と「将

来予測」のみならず、洪水も含めた検討が必要となる。しかし、我が国においては、欧

米諸国[27][28][29][30][31]と異なり、検討の基礎となる各地の海面上昇に関する研究

がほとんど未着手に近い現状にある。 

 

 (4) リスク認識共有のための仕組みづくり 

  上記のリスク認識を得るためには本格的な体制づくりが必要となる。また、得られた

リスク情報を社会全体で共有するための仕組みも重要となる。 

  浸水に起因する二次、三次影響を把握するためには被災後の徹底した調査が必要だが、

調査対象が一部に限られていては信頼性が十分とは言い難い。また、幅広い個人や機関、

企業等の協力を得る必要があるが、個人情報保護や企業秘密といった点への対処が必要

となる。さらに、得られた結果をデータベースとして広く一般に公開するシステムが求

められる。 

  リスク認識の共有に関しては、すでに発足している大規模氾濫減災協議会に期待した

い。関係地域の自治体首長等をメンバーとする組織であり、必要に応じて多くの分野の

組織等の参加を求めることができるからである。 
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５ 未着手に近い基本的な重要検討課題と今後の対応の方向性 

 すでに述べた状況を踏まえ、未着手に近い基本的な重要検討課題として、以下、３つの

課題について述べる。 
 
(1) 海面上昇を踏まえた高潮対策のあり方 

  平成 30年の台風第 21号や令和元年の台風第 15号、第 19号による高潮では整備済み

の海岸堤防等が効果を発揮して、関西空港を除けば大阪や東京に大きな被害は生じなか

ったが、高潮の規模は将来への警鐘と言えるものであった[32]。もともと海に面しゼロ

メートル地帯を抱える低平地の大都市が高潮に対する脆弱性を有することに加え、高潮

災害をもたらす台風等の威力や海水面の高さは気候変動の影響を受けて増大していく

からである。 

  海岸堤防等の嵩上げといった対策から低平地部分の住宅や商工業施設等の移転といっ

た対策まで、高潮災害の規模や頻度に応じた様々な対策が考えられるが、いつの時点で

どの対策を選択・実施するのか。極めて難しい判断をせまられる課題である。 

  いずれの対策を選択するにせよ、社会全体のリスク認識の共有が不可欠である。しか

し、現状ではリスク認識の基礎となるデータ把握が不十分である。データ把握に基づく

対策選択を今後の対応の基本とすべきであり、以下に、自然外力のデータによる評価に

関する重要検討課題を示す。 

 

①  気候変動影響を把握するための潮位観測記録の検証・分析 

現在、東京湾など３大湾では伊勢湾台風を基に算出した高潮位を、その他の多くの

海岸では既往最高の潮位を設計高潮位としている。また、30～50年確率波を設計沖波

としている。海岸堤防の高さは、設計高潮位に、設計沖波をもとに算出した打ち上げ

高や背後地の状況や施設の構造等に応じて許容される越波量を考慮した波浪に対する

必要高を加え、さらに余裕高を加えて決定されている。しかし、雨量や河川の水位等

に比べて、潮位や波浪の観測箇所や観測期間は十分とは言えない。また、最高潮位や

最大潮位偏差の発生頻度に関する研究例はあるが[33][34]、観測記録をもとにして気

候変動影響を把握するという意図をもった検証・分析は、波浪に関するものを除き、

ほとんどなされていない。 

このため、まずは、厳密さを欠くとしても、気候変動影響を把握するための潮位観

測記録の検証・分析を急ぐべきである。 

これらの観測記録には、日々の潮汐に加えて、黒潮などの海洋変動、大気変動、地

盤変動、海水温上昇と氷河や氷床融解による淡水流入による海水面の上昇など様々な

影響が含まれている。しかし、過去の極値観測記録などにおいては台風等による影響

が支配的であるため、概略の検証・分析は可能であろう。厳密な検証・分析は以下②

で述べる海面上昇に関する研究結果を待たなければならない。 
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②  日本近海における海面上昇量の過去の推定と将来予測 

世界の平均海面水位は過去 100 年にわたって上昇しており[26]、1993 年から 2016

年の期間では毎年 3.1±03 mm の速さで上昇している[35]。最近 10年 (2006年～2015

年) では 3.6±05 mm/年で、観測史上最大となっている。近年 (2006年から 2015年) 

の水位上昇はグリーンランド氷床、南極氷床、氷河の融解が進行していることにより

加速している。日本沿岸に設置された潮位計の観測データによれば日本沿岸でも水位

上昇が認められ、1993 年から 2003 年にかけては年あたり 4.8 ㎜（1.9～7.6 mm） の

割合で上昇した[36]。 

一方、将来の全球平均の海面水位上昇は、社会発展シナリオ RCP8.5 の場合、1986

年～2005年と比べ、21世紀末で +0.84 m (0.61～1.10 m) の水位上昇が見込まれる[26]。 

近年の海面上昇量は加速度的に増大しているため[35]、今世紀後半には高潮に関す

る海面上昇の影響が支配的となる可能性がある。南極の氷床が急速に海に流出して海

面上昇が急激に加速することが懸念されており、最悪の事態を想定して、21世紀末に

２mの上昇を見込んで対策を検討するべきであるとの指摘もある[37][38]。 

このため、全球的なモデルからダウンスケーリングして日本近海の各地点における

過去から将来にわたる海面水位変動についての知見の蓄積と予測を急ぐべきである。 

その際、黒潮の動向についても研究する必要がある。例えば、平成 16 年の黒潮大

蛇行を例にとると、東海地方の沿岸で10 cmを超える水位上昇が観測されている[39]。 

   

③  台風等による影響も含めた高潮・波浪の予測 

   台風等による高潮発生時の潮位偏差や波浪の予測についての研究は、現在、国際的

にも経験的または半経験的な手法による推定が中心となっている[26]。今後の高潮の

将来リスク推定では、高潮をもたらす当面の主要因である台風の将来予測に加えて、

全世界の海面水位上昇、日本近海の黒潮などの海洋構造の変化などについての現状と

将来予測情報を総合的に評価する必要がある。さらに洪水との同時生起も検討しなけ

ればならない。高潮対策に必要な、台風、海洋 (黒潮や水温分布)、水位上昇(氷床の

融解を含む)、波浪の将来変化等についての基本情報の充実が必要である。 

   

対策の優先度と実現可能性も考慮し、既に顕在化している気候変動影響や今後生じる

影響等を踏まえ、時間軸を考慮した対応が必要である。しかし、現状では予測に相当の

不確実性があること、あるいは将来予測情報が不十分であることに配慮して、リスクを

推定しなければならない。また、将来リスクの予測や防護能力の検証等の精度を高める

ために潮位や波浪に対するモニタリングの強化も重要となる。 

潮位観測記録の検証・分析と海面上昇や台風等による影響の予測を組み合わせ、デー

タに基づいてリスクを把握することが社会全体のリスク認識の基礎となる。気候変動影

響の変化に遅れることなく事前に対策が選定・実行されるよう、上記重要検討課題への

早急な取り組みが強く望まれる。 
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(2) 長時間浸水等に耐える耐水性建築技術の確立と技術活用のあり方 

現状の減災対策は生命の保全、特に避難対策に主眼が置かれている。しかし、水害が

頻発する一方で住民の高齢化が進み復旧に要する負担も重くのしかかるなど、最近の状

況を考えると、被災者の財産の保全や経済的損失の可能な限りの低減という視点も重要

である。その際、国民の生活や企業活動の基盤である建築物の保全と再建の容易さがポ

イントとなる。米国ではハリケーン・カトリーナ等による度重なる水害を教訓に耐水性

建築技術を追求している[23]。我が国も耐震対策だけでなく、建築物の耐水化に向けた

研究を急ぐべきである。以下に、これに関して考慮すべき点と重要検討項目を示す。 
 

①  建築物被害・人的被害の実態調査とデータの蓄積 

耐水性建築技術を確立するためには、建築物や設備被害、人的被害、さらに復旧過

程の衛生環境、機能の回復等の状況を調査し、データを蓄積するとともに、建築物の

浸水対策や電気室の上層階への設置などの既存の対策手法[40]の効果と限界を明らか

にする必要がある。 

人的被害には、浸水による溺死、漂流物による怪我、工場やプラント等からの化学

物質による汚染、低体温症等のような直接的被害だけでなく、浸水による衛生環境の

悪化が原因となる感染症、栄養失調、伝染病、呼吸器疾患、心理的な影響等の間接的

被害もある。水が引いた後も、湿潤した住宅内で微生物が増殖して様々な健康被害を

引き起こす。その影響は長期間にわたるので長期的な調査による間接被害の実態把握

も重要である[41]。 

 
②  浸水防止と浸水後の復旧の容易さの両面を考慮した対策技術の整理・開発 

建築物の被災後の継続使用を可能にするためには、氾濫流に対して建築物が流出し

ない構造にすると同時に、室内に浸水した場合にも構造体や非構造部材がその機能・

性能を維持でき、排水後にこれら建材を再使用できる材料・工法とするべきである。

また、室内に流入した水や土砂の排出や室内外の清掃・消毒作業等、復旧作業が行い

やすい建築計画・工法を採用するべきである。さらに、室内の浸水による被害リスク

を低減するために、一定レベルの浸水に対しては室内に水や土砂を入れない材料・工

法とそのための設計法を採用するべきである。これに加え、氾濫流に対して抵抗力を

有する非木造の建築物を適切に配置することにより地域における氾濫流の影響を緩和

する方策を検討することも望まれる。 

以上のような必要性を踏まえた、材料・工法の整理・開発、構造体や非構造部材の

安全性を含めた設計法の整備、改修方法の整理・開発を進める必要がある。 

 

③ 建築物の機能・役割に応じた耐水設計手法の確立 

建築物の機能・役割や特徴により求められる耐水性能や取るべき対策は異なる。住

宅と非住宅、住宅の中でも戸建てと集合住宅、民間建築と公共建築、さらには地域防

災拠点となる施設など、建築物の種類に応じた要求性能を整理する必要がある。その
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上で、建築物の室内への浸水を防ぐケースと、浸水を許容するが継続使用するケース、

あるいは復旧を容易にするケースのそれぞれについて、対策技術を整備し、新築や既

存建築改修のそれぞれに関する耐水設計手法を確立する必要がある。 

我が国では、特に住宅に関する耐水対策が非常に立ち遅れており、これに関する研

究開発を加速する必要がある。 
 
④ 災害前・災害発生直後・復旧過程の各段階で必要とされる対策技術の整理・体系 

    化 

災害前及び災害発生直後やその後の長期の復旧過程のそれぞれを対象とし、各段階

で関係者が取るべき行動と必要とされる対策技術や設計手法を整備し、体系化してい

く必要がある。以下に重要検討項目を示す。 

 

ア 災害前 

・洪水ハザードとリンクさせた浸水深別の建築設計法の整備。 

・浸水深に応じて、財産・機能の保全を目的とする場合と人命を守る場合に区分

した対策技術の整理。 
・水や土砂の室内への流入を防ぐための外壁止水工法や下水管からの逆流防止装

置等の対策技術の整備と、外壁部に作用する水圧に耐えることができる外壁仕

上げ材や構造体の設計法の整備。 

 

イ 災害発生後の短期的課題への対応 

・室内に浸水しても、そのまま、あるいは清掃・乾燥・消毒等の一定の処理を施

すことで再使用できる建材の開発・整備。 

・湿潤した建築部位に対するメンテナンス手法の整備(乾燥、消毒、作業時の留意

事項等)。 

 

ウ 災害発生後の長期的課題への対応 

・真菌の繁殖などの環境汚染リスクの理解と対策の構築。 

・精神的なケアの重要性の理解と体制整備。 

 

(3) 情報のハブとしての大規模氾濫減災協議会活動のあり方 

令和元年 11月現在、水防法に基づく全国 340の大規模氾濫減災協議会が活動中であ

る[42]。連年の相次ぐ水災害の教訓等を踏まえ、主として国土交通省本省における検討

結果をもとにしてハード・ソフトの活動内容を順次拡大してきた。ソフト対策も避難中

心のものだけでなく、例えば、早期復興の支援を目的とした民間企業 BCP策定取組事例

集の公表など、復旧・復興に関する対策も少数ではあるが実施しつつある[43]。また、

他地域の被災時の教訓等を聞き取るといった試みも始まっている。 

この協議会は対象地域の国や都道府県の河川管理者と市町村長が中心メンバーであ
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り、会議を通じて互いを良く知り合うことも大規模災害に連携して取り組んでいく上で

効果的である。また、必要に応じてメンバーを拡大することとされており、例えば公共

交通事業者や利水ダム関係者が新たに参画するなど[43]、地域における防災・減災の中

核的な役割を果たすべき組織と言えよう。 

そこで、協議会の活動内容を強化・拡充し、協議会参加機関相互のリスク認識の共有

はもとより、地域住民や企業とのコミュニケーション、防災教育への支援等を通じた地

域全体としてのリスク認識の共有に貢献することが期待される。 

また、リスク内容の明確化に努めるべきである。例えば、実際の洪水に対する治水施

設の効果、余力や残留リスクの評価、過去の経緯を含めたリスクの現在評価や将来予測

といった課題をはじめ、被災者の健康や精神面の影響に関する研究への支援など、様々

な取り組みがあろう。こうして把握したリスク内容を全国に発信することも重要な役割

である。 

さらに、豪雨等の将来予測研究の進展状況など気候変動に関する新たな知見や耐水性

建築技術など新技術の研究状況、事前復興などの先進的な取り組み事例に関する情報と

いった全国的な最新情報を共有する場としても位置づけるべきである。 

すなわち、大規模氾濫減災協議会は、従来から実施してきたハード・ソフトの施策の

実行に加えて、リスク内容の把握、その地域内での共有と全国への発信、全国的な最新

情報の共有といった防災・減災リスク認識のための情報のハブとして極めて重要な役割

を果たすことが求められるのである。 

これに加え、想定外を避けるための新たな課題の発掘や、施策実施に際して顕在化し

た課題などを整理して発信することも重要な機能である。このことが現場からの地に足

の着いた新規制度の確立に結び付く。 

水災害に対する防災・減災対策は各地域の特性を踏まえたものでなければならない。

各地域の大規模氾濫減災協議会がその活動の重要な柱の一つとして意識的、意欲的に情

報のハブとしての取り組みを進めていくことが強く期待される。 
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６ 提言 

近年、豪雨災害が相次いでいる。気象庁は西日本を襲った平成 30 年７月豪雨について

初めて地球温暖化の影響があることを指摘したが[1]、翌年の令和元年 10 月の台風第 19

号による豪雨は気候変動影響の激化を実感させるものとなった。我が国の大都市はゼロメ

ートル地帯を抱えているものが多い[3]。こうした地域に氾濫が起こった場合には氾濫水が

多量に残留し、浸水期間の長期化や浸水の深さなどから人命のみならず我が国全体の社会

や経済活動に与える影響は計り知れないものとなるのではないか。 

水災害対策については、戦後相次いだ大洪水による被害を経験し、後追いの対策から豪

雨発生確率に基づく目標を設定した対策へと基本的な考え方の転換がなされた[25]。事前

対策として計画的に治水施設の整備を進めることで安全性は格段に向上した。しかし、近

年、治水投資の削減[44]によって事前対策への充当額も減少した。気候変動影響による豪

雨の凶暴化と治水施設整備の速度の関係に関する科学的で的確な検証の推進とともに、事

前対策としての治水施設整備の計画的な加速が強く求められているのである。 

同時に、これからの気候変動影響の激化を考えれば、防災・減災対策を根本から練り直

すことが喫緊の課題となっていることも事実である。氾濫を防ぐための対策と氾濫を前提

とした対策の両者を並行して進めていかなければならない。しかし、氾濫を前提とした対

策の実効性を確保することは容易ではない。社会全体の理解や行動、互いの連携や助け合

いがなければ実効性が上がらないからである。氾濫を防ぐための治水施設の整備や運用に

しても社会全体の理解や連携が重要であることに変わりはない。 

社会全体の理解や連携の基礎となるものは「リスク認識の共有」である。リスク認識が

共有されれば互いに連携し助け合って取り組みを進めていくことも可能となろう。すでに

様々な取り組みが進められているが、リスクの捉え方や内容、共有のための仕組みなど、

不十分な点も多い。 

以上を踏まえ、以下、低平地等に焦点を当てつつ、水災害リスクの捉え方や内容を整理

した上で、未着手に近い重要検討課題を提示し、これら課題への取り組みの推進を提言す

るものである。 

 

 

 

(1) リスクの把握とリスク認識の共有 

① 浸水に起因する二次、三次影響の具体的で細部にわたる把握 

ハザードマップを見ただけではリスクを具体的に認識することは困難である。例え

ば、家屋内への浸水により畳や家具などが浮遊・転倒して行動を阻害し二階へ避難す

ることが出来ずに溺死することや、超高層マンションの受変電設備が機能を停止して

電力はもとより水道等も使用できなくなる、油の流出が周辺地域の復興を困難にする

など、具体的で細部にわたる情報がリスク認識には不可欠である。 

このため、自治体や国などの行政や研究者は、被災時に何が起こったのかを調査分

析し記録することに注力するべきである。 
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② 防災・減災対策によるリスク軽減効果と残留リスクの把握 

対策を講ずることでリスクは軽減される。治水施設の整備によって氾濫のリスクを

軽減できることはもちろんだが、例えば、住居の近傍に高台等を整備することで逃げ

遅れても命を守ることを可能にすることや、耐水性建築技術を導入することで建築物

の被害を軽減できるなど、実際の洪水などに対する防災・減災対策によるリスク軽減

効果を把握し、さらに対策後も残留するリスクを把握することが重要である。このこ

とは、それぞれの主体による対策実施を後押しするとともに、残された課題を明確化

することにつながる。 

このため、自治体や国などの行政や研究者は、対策によるリスク軽減効果と残留リ

スクについて調査研究することに注力するべきである。 

 

③ 自然外力の現在評価と気候変動影響を踏まえた将来予測 

水災害を引き起こす豪雨、台風、高潮等の自然外力は気候変動の影響を受けて規模

や強度が増大する[45][46][47]。このため気候モデル等を用いた将来予測が必要不可

欠となるが、現時点では予測精度に課題が残るため精度向上に努める必要がある[25]。 

一方、過去から現在までの観測値等を用いた現在評価を繰り返し実施していくこと

が重要である。その際、治水施設整備によるリスク軽減効果も含めて把握し、現在ま

での自然外力と治水施設整備効果の差の変動状況を明確化することも重要である。 

これらは施策検討に資するとともにリスク認識の基礎となる。 

このため、国土交通省は、研究者の支援を受け、豪雨、台風、高潮等の自然外力に

関する現在評価や将来予測を繰り返して実施するべきである。 

 

④ リスク把握やデータベース構築のための体制整備とリスク認識共有を推進するた

めの仕組み 

リスクの把握は極めて広範な対象を含んでいる。防災・減災に関する調査研究のビ

ッグプロジェクトと言えよう。このため、体制整備が重要な課題となる。また、把握

しただけでは共有することにならない。容易に利用できるデータベースの構築が不可

欠であろう。さらに、集積したリスク情報を社会の隅々にまで浸透させなければなら

ない。これに加えて、各地域や産業等が抱えている課題、すなわちリスクの内容とな

る事項を事前に発掘して対応を検討するといったことも必要である。 

このため、内閣府等が中心となって、関係省庁や自治体、研究者、産業界など多様

な主体や個人を網羅した体制を整備し、リスク把握やデータベースの構築を推進する

べきである。 

一方、リスク認識の共有やリスク内容の発掘については地域に根ざした取り組みが

不可欠である。このため、全国各地ですでに活動を始めている大規模氾濫減災協議会

などの組織が中核的な役割を果たすことが強く望まれる。 
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 (2) 未着手に近い重要検討課題 

① 海面上昇等による高潮氾濫リスクの現在評価と将来予測 

ゼロメートル地帯などを抱える低平地の大都市にとって最大の脅威は高潮である。

令和元年９月の IPCC特別報告は、2050年には、発生頻度が現在１/100の高潮位が毎

年のように世界の多くの低平地で発生すると指摘している[26]。米国などでは地域ご

との海面上昇量を予測して対策検討を進めているが[27][28][29][30][31]、我が国で

は未着手に近い状況にある。 

このため、国土交通省及び気象庁は、研究者の支援を受け、海面上昇と台風の凶暴

化による高潮氾濫リスクの現在評価と将来予測について、早期に体制を整えるととも

に本格的な調査研究に着手するべきである。 

 

② 耐水性建築技術の確立 

水災害による建築物の損傷の程度は逃げ遅れた住民の生死や被災後の復旧・復興に

大きく影響する。浸水期間が長く浸水深が大きい低平地等においては尚更である。全

壊、半壊など損傷が大きければ、被災者への心理的経済的な影響も大きい[48][49]。

米国では浸水を防ぐ建築技術と、浸水は許容するが復旧しやすい建築技術のそれぞれ

に関する技術基準がすでに整備されているが[22][23][50]、我が国ではこれら耐水性

建築技術に関する研究が未着手に近い状況にある。 

このため、研究者及び技術者は、国土交通省や関連企業等の支援を受け、日本建築

学会をかなめとして耐水性建築技術の確立に向けた研究を急ぐべきである。 

 

③ 大規模氾濫減災協議会における情報ハブ機能の強化 

大規模氾濫減災協議会は、水防法に基づき、市町村、国や都道府県、地方気象台等

をメンバーとして全国各地域に設置された協議会である。すでに防災意識の向上や避

難訓練など様々な取り組みを進めており、リスク認識の地域内共有を進める上で重要

な組織体となっている。 

このため、大規模氾濫減災協議会は、当該地域内のリスクの把握や他地域への発信、

他地域や全国的なリスク情報の地域内共有など、当該地域におけるリスク情報のハブ

としての機能を強化することが強く望まれる。 
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＜用語の説明＞ 

 

自然外力 ⅱ頁 ⅲ頁 １頁 ２頁 ８頁 ９頁 10頁 16頁 

 豪雨や台風、高潮など、災害を引き起こす要因となる現象による作用。 

 

大規模氾濫減災協議会 ⅲ頁 １頁 ７頁 ９頁 13頁 14頁 16頁 17頁 

 平成 29年の水防法改正により位置づけられ、現在、全国 340の地域で設立されている協

議会。国土交通省や都道府県の河川部局が事務局となり市町村や地方気象台などが参画し

て、地域内の防災意識の向上や災害時の各機関の行動内容の整理・共有、災害関係情報の

入手・周知方法の改善、など、大規模な洪水による被害の軽減を図るために連携して様々

な活動に取り組んでいる。 

 

IPCC ⅲ頁 ９頁 17頁 

 気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change）のこと。

気候変動に関する世界の研究者だけでなく各国政府も加わって定期的に報告をとりまとめ

るほか、特定テーマに関しても特別報告を行っている。 

 

発生頻度 ⅲ頁 ９頁 10頁 17頁 

 洪水や高潮の発生の頻繁さを示すもの。本提言では一定規模以上の洪水や高潮が１年間

に発生する確率として発生頻度を表している。 

 

気候モデル ⅲ頁 16頁 

 気候を構成する要素間の関係について物理法則を用いて組み立て、地球全体をメッシュ

に区切ってコンピューターによる計算に使用するモデル。気候変動による将来気象の予測

などに用いられる。 

 

河川整備計画 １頁 

 河川法に基づき水系ごとに定められた河川整備基本方針の下で、段階的な目標を設定し

て河川整備等の内容を定めた法定計画。戦後最大又は 2位クラスの豪雨を段階的な目標と

しており、この豪雨の発生確率は概ね 1/30から 1/50程度となっているものが多い。 

 

適応策 １頁 ８頁 

 気候変動によりすでに生じている影響や今後生じるであろう影響に対し、 悪影響を軽減

し、または有益なものを活用するプロセスのこと。 

 本提言では、洪水や高潮の規模や頻度の増大に対して被害の発生を防止する又は被害を

軽減するための対策の検討と実行など、水災害に関する適応策に焦点を当てている。 

 

 



19 

潮位偏差 ３頁 10頁 11頁 

天体の動きから算出した天文潮位（推算潮位）と気象などの影響を受けた実際の潮位と

の差。 

 

流域対策 ５頁 
洪水をもたらす降水が集まる地域（流域）の浸透性・耐水性を高める、流域内の諸施設

を利用して降水を一時的に貯留するなど様々な手段・方法を用いて洪水流量や浸水の影響

範囲を減少させる治水対策の総称。河道改修やダムなど河川施設を利用した治水対策とと

もに実施される。 
 

異常洪水時防災操作 ５頁 
洪水によって想定値より大きな水量がダムへ流入し、設定された最高水位に到達する可

能性がある場合に、放流量を徐々に増加させて流入量と同量になるように調整し水位を最

高水位以下に維持するためのダムの操作。 
 

集中パラメータ型モデル・分布型モデル（流出解析） ５頁 
降水から河川流が形成される過程、すなわち降水が流域から河川へ流出する現象を数理

的に予測・再現することを流出解析と言う。流出現象は流域の地形・地質や地被条件の影

響を受けるため、流出現象をあらわす数式群（流出解析モデル）を組み立てるためには流

域特性と水の輸送現象を流出解析モデルに反映する必要がある。流域を一括して、あるい

は少数領域に分割して流域・降水・流水特性を包括的に流域単位で捉え、流域特性をあら

わすパラメータ（定数）を含む数式によって流出現象をあらわすモデルを集中パラメータ

（定数）型モデルという。パラメータの根拠資料が豊富な場合には小さな解析負荷で高い

精度の洪水予測が可能である。流域空間を大域的に捉えるため、治水基準点に基づく河川

計画には適しているが、流域の多数地点における洪水流を求めることはできない。分布型

モデルは流域を数百 m~数十 km 四方の小領域に細分して流域・降水・流水特性を局所的に

小領域単位で捉え、水流の運動方程式から時々刻々、地点毎の流量を求める手法である。

集中パラメータ型モデルよりも現象を忠実に再現し理論的には厳密である一方、計算負荷

が高く小領域単位での降水・地表・地中の情報が必要となり、同定すべきパラメータ群が

非常に多いという難点もある。  
 

自助、共助、公助 ７頁 

 自助は、自分で又は家族で事前の備えを行ったり災害時に避難したりすることで命を守

り災害の影響を軽減すること。共助は、お年寄りの避難を支援するなど、周辺地域の方々

が協力して防災・減災に取り組むこと。公助は、孤立者の救助、避難場所の確保、災害情

報や必要物資の提供など、行政などによる公的な支援のこと。これらは防災・減災に必要

な３つの要素とされる。 
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まるごとまちごとハザードマップ ７頁 
過去の水害や浸水想定の情報に基づいて、浸水時の水位や避難所の位置など、ハザード

マップの情報を「まちなか」の随所に表示する取り組み。 
 

グリーンインフラ ７頁 
"Green infrastructure"あるいは"Blue-green infrastructure"の略。自然界の生物・事物・仕組

みを基盤施設（Infrastructure）と捉え、人工的な基盤施設と同様にそれらが提供する機能を

防災や環境保全に利用するという自然システムに対する考え方。概念は古くから存在し各

国で実践されてきた長い歴史はあるが、現在の定義に基づくグリーンインフラの概念はア

メリカの環境保護局(EPA)により総合治水対策の手法として 1980 年代から提唱されたもの

で、その後、様々な分野にこの用語が用いられるに至っている。 
 

潮位観測記録 10頁 11頁 

地球と月と運動による潮の満ち引きを観測した記録である。大気変動の影響を受けた水

位変動も読み取ることができ、高潮はその最たるものである。ただし、典型的な検潮(験潮)

所では、風浪や波浪など短周期の変化は除去するようになっている。日本では、黒潮など

の海洋変動の影響も受ける。地球温暖化による海面上昇も長期の過去データから解析され

る。記録には地殻変動による影響も含まれるので、日本のように地殻変動の大きい地域で

はそれを適切に除去する必要がある。 

 

沖波 10頁 

海底地形の影響を受けていない波。具体的には水深が波長の１/２以上の深海波。 

 

RCP8.5 11頁 

気候変動を研究するための第５期結合モデル比較プロジェクトで採用された将来の社

会発展シナリオの一つ。二酸化炭素排出量を政策的に削減する緩和策は行わないケースで、

二酸化炭素排出量の最も多いシナリオである。 

 

全球 11頁 

全世界のこと。例えば、全球平均とは全世界の領域で定義された量を平均することであ

り、全球モデルとは全世界の領域を対象にするモデルのことである。 

 

ダウンスケーリング 11頁 

モデル計算により領域を限って空間的に詳細な予測情報を得る手法のことである。全世

界を対象とするモデルには粗い解像度のものを使用して、ダウンスケーリングの際には高

解像度のモデルを使用する。また、高解像度モデルでなければ、顕著な降水イベントや黒

潮などは現実的に表現することができない。 
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非構造部材 12頁 

建築物を全体として支える、柱、梁、床、耐震壁などの構造体ではなく、天井材や外壁

（外装材）、間仕切り壁など、構造体以外の部材を非構造部材という。建築物内の設備機器

や家具・什器類も非構造部材に含めて扱うこともある。また、鉄筋コンクリート造の雑壁・

腰壁・垂れ壁・袖壁などでも、設計上耐震要素から除外されて扱われているものは、広い

意味での非構造部材として扱われている。 

 

真菌の繁殖 13頁 

 石膏ボードなどの内装材や木材などの建築材料が，浸水により含水してその状態が継続

すると，真菌（カビ）が容易に繁殖する。真菌の繁殖に伴い胞子が空気中に放散されると

空気を汚染する。いわゆる“カビ臭さ”は，真菌の代謝による副産物であり，MVOC(Microbial 

Volatile Organic Compounds)と呼ばれる。いずれも濃度の高い環境に人が暴露されると，

健康への影響が懸念される。 

 

BCP 13頁 

事業継続計画（Business Continuity Plan）のこと。企業や行政などの組織が災害など 

で被害を受けても、重要業務を継続または復旧するための計画。最近の災害で被害を受け 

た企業においても効果を発揮しており、普及が望まれている。 

 

事前復興 14頁 

 災害が発生する前に、例えば、災害を受けやすい地区から住居移転をまとまって行うな

ど、あらかじめ安全な地域づくりを行うこと。そのための計画や構想を事前に策定してお

くことも事前復興の一部とされる。 
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コンパクトシティの取組状況と災害安全性について 

11月 19日 佐賀低平地への適応策実装検討小委員会（第２回） 

嘉瀬川・六角川流域大規模氾濫減災協議会等の活動について 

今後の検討・研究課題の整理と取り扱いの方向性について 

12月４日 気候変動と国土分科会（第４回） 

水位上昇研究と日本沿岸における課題について 

近畿地方の大規模氾濫減災協議会の活動等について 

 

平成 31年 

３月 27日 気候変動と国土分科会（第５回） 

洪水・土砂災害への建築分野の取り組みの現状と可能性について 

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について 

 

令和元年 

５月 20日 気候変動と国土分科会（第６回） 

東峰村の復興活動について 

今後のとりまとめと進め方の方向性について 

５月 24日 佐賀低平地への適応策実装検討小委員会（第３回） 

嘉瀬川・六角川流域大規模氾濫減災協議会等の活動について 

大規模氾濫協議会発表「平成 30年７月豪雨の課題と検討・研究の視点について」に基

づく今後の進め方について 
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10月 15日 気候変動と国土分科会（第７回） 

気候変動を考慮した高潮予測に関する検討について 

提言目次（案）等について 

12月２日 佐賀低平地への適応策実装検討小委員会（第４回） 

令和元年８月の六角川における水害を踏まえた嘉瀬川・六角川流域大規模氾濫減災協

議会等の活動について 

令和元年８月水害を踏まえた防災・減災対策の取組方針について 

第７回分科会における審議動向について 

 

令和２年 

１月 14日 気候変動と国土分科会（第８回） 

提言（案）について 

５月 14日 日本学術会議幹事会（第 290回） 

提言「低平地等の水災害激甚化に対応した適応策推進上の重要課題」について承認 
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